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序　　文

　フィリピン共和国政府は経済低迷からの脱出をめざす国家重点目標の１つとして雇用機会の創

出を掲げており、そのためには職業訓練に従事する人材開発が重要であるとして、職業訓練実施

体制の整備・改善を目的とする技術協力を、我が国に要請してきた。

　これを受けて国際協力事業団は「職業訓練向上計画プロジェクト」の技術協力を、1994年４月

から５年間にわたって実施している。

　今般、プロジェクト開始から２年９か月を経て、技術協力の中間点にきたことから、プロジェ

クトの進捗状況を確認するとともに今後の協力計画等を協議するため、1997年（平成９年）１月

14日から同23日まで、労働省職業能力開発局海外協力課課長補佐 田中正晴氏を団長とする巡回指

導調査団を現地に派遣した。

　本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたもので、今後のプロジェクト活動展開

に広く活用されることを望むものである。

　ここに、調査団の各位をはじめ、ご協力頂いた外務省、労働省、雇用促進事業団、在フィリピ

ン日本大使館など、内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援

をお願いする次第である。

　平成９年２月

国際協力事業団

社会開発協力部

部長　神田　道男





略　語　集

CTC (Complete Task Cube)：コンプリートタスクキューブ（訓練教材開発手法）

CTM (Curriculum and Teaching Materials)：カリキュラム教材

CTMD (Curriculum and Training Materials Development)：カリキュラム教材開発

DECS (The Department of Education, Culture and Sports)：教育文化スポーツ省

DOLE (The Department of Labor and Employment)：労働雇用省

FA (Factory Automation)：工場自動化

IVTD (Institute of Vocational Training and Development)：職業訓練研究部

IVTD-NMYC：立ち上げ時のプロジェクト実施機関

MP (Metal Processing)：金属加工

NCEE：大学入学国家試験

NEDA (National Economic amd Development Authority)：国家経済開発庁

NITVET (National Institute for Technical Vocational Education and Training)

：技術職業教育訓練センター

NITVET-TESDA：現行プロジェクト実施機関（プロジェクト名はPEVOTI）

NMYC (National Manpower and Youth Council)：国家人材青年協議会

OMPC (Office of Manpower Planning & Coordination)：マンパワープランニング調整部

OMSD (Office of Manpower Skills Development)：マンパワー技能開発部

PCM (Project Cycle Management)：プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM手法）

PDM (Project Design Matrix)：プロジェクト・デザイン・マトリックス

PEVOTI (Project for Enhancing Vocational Training of the Institute)

：職業訓練向上計画プロジェクト

PMTC (Provincial Manpower Training Center)：県マンパワー訓練センター

R/D (Record of Discussions)：討議議事録

RMTC (Regional Manpower Training Center)：地域マンパワー訓練センター

TESDA (The Tehnical Education and Skills Development Authority)

：技術教育技能開発庁（技術教育事業団）＝1994年に設立

TM (Trainnig Management)：訓練管理

TMC (Training Management Cycle)：訓練管理サイクル

TMU (TMC Managing Unit)：TMCマネージングユニット

TSC (TMC Steering Committee)：TMC運営委員会

VTRI (The Vocational Training and Research Institut)：職業訓練研究所
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１．巡回指導調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　フィリピン共和国では、貧困の解消、都市・農村の格差解消、生産雇用機会の創出という国家

開発重点目標を達成するため、人材開発が重要であるとされているが、近年の経済低迷から脱出

するには当面、雇用機会の拡大が重要課題になってきた。こうした状況からフィリピン政府は、

まず職業訓練に従事する人材の開発が重要であるとして、職業訓練実施体制の整備、確立に係る

プロジェクト方式技術協力を、我が国に要請してきた。

　これを受けて国際協力事業団は、1992年12月に事前調査、1993年３月と10月に長期調査を重ね

たうえ、1994年２月に実施協議調査団を派遣して討議議事録（Record of Discussions: R/D）の署

名を取り交わし、1994年４月１日から５年間にわたる「フィリピン職業訓練向上計画プロジェク

ト」を開始した。本プロジェクトは、フィリピン技術教育技能開発庁（TESDA）が行う職業訓練

について、管理運営体制の質的改善を目的とするもので、具体的には訓練管理サイクル（Training

Management Cycle: TMC）のコンセプトを活用して、技術移転が進められてきた。TMCとは＜

訓練ニーズの調査→訓練企画→教材開発→訓練実施→評価＞の過程を経て「効果的・効率的な職

業訓練実施体制」を組み上げようとするプログラム（ソフトウェア）である。

　協力開始後の1995年１月には計画打合せ調査団を派遣して、プロジェクト実施５か年計画を策

定している。

　今般、プロジェクトの開始から２年９か月を経て、技術協力の中間点にきたことを受け、これ

までのプロジェクト活動の進捗状況を確認・評価するとともに、残された協力期間内にプロジェ

クト目標を達成するための協力計画を策定することを目的として、本巡回指導調査団を派遣した。

　なお、同調査団はこれら調査・協議結果をミニッツに取りまとめ、フィリピン側と署名を取り

交わした。

１－２　調査団の構成

(1) 田中　正晴 労働省職業能力開発局海外協力課課長補佐

（Mr. Masaharu Tanaka, Deputy Director, Overseas Cooperation Division, Human

Resources Development Bureau, Ministry of Labour）

(2) 田村　　定 労働省職業能力開発局海外協力課海外訓練協力官

（Mr. Sadamu Tamura, Vocational Training Specialist in Charge of Technical Cooperation,

Overseas Cooperation Division, Human Resources Development Bureau, Ministry of

Labour）
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(3) 池谷　忠正 雇用促進事業団石川職業能力開発促進センター所長

（Mr. Tadamasa Ikenoya, Director, Ishikawa Polytechnic Center, Employment Promotion

Corporation）

(4) 掛水　正二 雇用促進事業団職業能力開発指導部国際協力課専門役

（Mr. Seiji Kakemizu, Senior Advisor, International Cooperation Division, Human

Resources Development Guidance Department, Employment Promotion Corporation）

(5) 吉成　安恵 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第一課

（Ms. Yasue Yoshinari, Staff, First Technical Cooperation Division, Social Development

Cooperation Department, Japan International Cooperation Agency）

１－３　調査日程

　期間：1997年（平成９年）１月14日～23日

日順 月日(曜) 移　動　及　び　業　務

１ １/14(火)  9:45　成田発　JL741→マニラ着

16:00　JICA フィリピン事務所訪問

２ １/15(水)  9:30　日本大使館表敬

14:00　TESDA ラクソン長官表敬

15:00　日本人専門家チームと打合せ

３ １/16(木)  9:30　日本人専門家チームと打合せ

14:00　プロジェクト全体会議（TSC/TMU メンバー）

４ １/17(金)  9:30　活動状況調査・活動計画調査

５ １/18(土) 団内打合せ

６ １/19(日) 資料整理

７ １/20(月)  9:30　活動計画調査・ミニッツ案検討

14:00　同上

　　　 プロジェクト全体会議

８ １/21(火)  9:30　ミニッツ案完成

11:00　ミニッツ署名・交換

14:00　国家経済開発庁（NEDA）報告

９ １/22(水)  9:30　日本大使館報告

14:00　JICA フィリピン事務所報告

10 １/23(木) 14:45　マニラ発　JL742　19:40　成田着
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１－４　主要面談者

(1) Technical Education and Skills Development Authority (TESDA)

Mr. Jose D. Lacson Director General, Technical Educational and Skills

Development Authority, Department of Labour and

Enployment

Mr. Jose D. Escartin Deputy Director General

Mr. Alfredo A. Regondola Director, NITVET

Ms. Felicidad Zurbano Managing Coordinator, PEVOTI

(2) 日本人専門家

谷口　勝義 チーフアドバイザー

木村　伸一 業務調整

西川　義雄 訓練管理

久米　篤憲 機械

小渡　邦昭 金属

立壁　保郎 制御

(3) 在フィリピン日本大使館

水野順一郎 二等書記官

(4) JICAフィリピン事務所

力石　寿郎 次長

宿野部雅美 所員
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２．要約

　本巡回指導調査団は1997年１月14日から同23日までの日程でフィリピン共和国を訪問し、「フィ

リピン職業訓練向上計画プロジェクト」の進捗状況を調査するとともに、今後の活動計画につい

てフィリピン側関係各機関と協議した。その結果、合意事項をミニッツ（付属資料１．）に取り

まとめて、署名を取り交わした。

　本プロジェクトの実施機関であった国家人材青年協議会（NMYC）は、1994年の大統領令

（Republic Act No. 7796）により、技術教育技能開発庁（TESDA）に統合された。調査団はこ

れについてフィリピン側の説明を聞き、この統合はプロジェクト実施機関としての機能・実施体

制に何らマイナスの影響を及ぼすものではなく、名称変更のみであることを確認した。

　本巡回指導調査団の調査・協議結果は、要旨以下のとおりである。

(1) プロジェクトの進捗状況

　プロジェクト活動は計画打合せ調査団（1995年１月）が策定した５か年計画に沿って、おお

むね順調に進捗していると判断された。各活動の達成状況は次のとおりである。

１）訓練管理サイクル（TMC）運営管理システム

　TMCのマネージングユニット（TMU）と運営委員会（TSC）がプロジェクト開始当初か

ら設置され、ほぼ順調に開催されている。

２）訓練管理

　訓練管理に関する基礎的知識及び技術のカウンターパート（C/P）への移転は、ほぼ完了

している。今後は、その知識を基に、カウンターパートが独自にセミナー開催等を実践して

いく段階にきている。

３）カリキュラム及び教材開発

　当該ワークショップで、カリキュラム及び教材開発に係るプロセスを開発し、コースに適

用した。また機械分野の訓練教材開発手法（CTC）の成果及び「自動車整備保守」「旋盤操

作」に関する教材を通し、その有効性を示すことができた。

４）指導員訓練（機械、金属加工、制御）

　一部施設、機材整備の遅れによる活動計画の変更があったが、各分野の訓練開始活動は、

おおむね順調に進んでいる。

(2) 今後の活動計画

　プロジェクトの計画達成状況と後半の詳細活動計画を、プロジェクト活動進捗表（ミニッツ

Appendix I）に取りまとめた。
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(3) 調査団の提言

　調査団はフィリピン側との協議を通じ、TESDAが本プロジェクトの基本コンセプトである

TMCを、技術訓練・技術教育の促進と活性化に組織的に活用していく意向である旨確認した。

そのうえで、プロジェクト目標をより成功裏に達成するため、プロジェクト及びフィリピン側

関係者に以下について提言した。

１）TMC運営管理システムの持続について

　TMC概念を高めるためにプロジェクトと、その実施機関であるTESDAの技術職業教育訓

練センター（NITVET）各部門が円滑な連携をとること。また、NITVETの組織自体が

TMC概念を普及し、プロジェクトの成果を維持する新システム（TSCのような）の開発に

寄与すること。

２）プロジェクト活動経過の記録

　TMCに沿った各活動を明確に記録し、その記録の実質的改善を進めること。

３）訓練管理

　TMCを効果的に経験、実施するため、訓練管理分野のカウンターパートが、NITVETの

各関係組織の機能に適応する活動を行うこと。訓練管理分野、カリキュラム及び教材開発分

野、ワークショップ間の機能的連携が有効活用され、その結果が組織的に蓄積されること。

同時に、訓練管理の一般的な実施におけるカウンターパートの知識も改善されること。

４）カリキュラム及び教材開発

　1997年は、当該ワークショップで旋盤の訓練教材開発手法（CTC）を完了させ、カリキュ

ラム及び教材開発分野のカリキュラム及び教材開発プロセスを、少なくとも協力当該分野の

ワークショップの１つにおいて実践すること。

５）カウンターパートの配置

　機械分野のカウンターパートが１名空席であるため、その配置に最大限努力すること。

(4) フィリピン側の意見

１）TMCが本プロジェクトの主要ポイントではあるが、プロジェクトでは供与機材の最大限

の活用について、さらに検討する必要がある。

２）各ワークショップ間の調整機能について改善が必要である。

３）日本側においては、病気帰国中の「カリキュラム及び教材開発」の専門家に代わる専門家

の派遣を願いたい。

４）現在、TESDAはNITVETの組織整備（再編）に係る調査・検討を行っている。フィリピ

ン側としては、NITVETの組織は、プロジェクトが要求する機能に適合するものであると考

えている。
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３．プロジェクトの進捗状況

３－１　訓練管理サイクル・マネージングユニット（TMU）の管理運営システム

　TMUのメンバーはマネージングコーディネータ１名、各分野のカウンターパート14名、日本人

専門家チーム７名の、計22名である。

　TMUは訓練管理サイクル（TMC）の実施、定着を図る上での中核をなす機関であり、その機能

は主に以下の７つである。

(1) フィリピンにおける訓練の現状把握と分析

(2) TMUに基づく年間計画の策定及び訓練計画の大網策定

(3) TMC運営委員会（TSC）のための討議議題及び資料策定

(4) TMCにかかわる各種調査、モニタリング

(5) 各課、各ワークショップとの共同作業

(6) 技術・技能、理論、概念のスムーズな移転のサポート

(7) 訓練及び訓練プログラムの評価

　実施頻度は当初週１回であったが、現在は２週間に１回開かれている。（表－１参照）

　TMUの問題点は、参加者が22名と多く、意思決定に時間がかかることであり、一部ではカウン

ターパートの参加を各ワークショップのチーフ５名に限定すべきであるという意見もあった。し

かし、TMUでの議論、意見調整そのものが技術移転に他ならないことを考えると、カウンター

パート全員を参加させる現在の方式が望ましいと思われる。

　一方TSC（TMC運営委員会）は、議長である技術教育技能開発庁（TESDA）副長官、共同議長

である技術職業教育訓練センター（NITVET）所長と、NITVET各課長（５名）、マネージング

コーディネーター（１名）、カウンターパート（チーフのみ５名）、日本人専門家チーム（７名）

の計20名で構成され、そこではTMUから提出された活動計画の検討及び承認、活動計画に基づい

た適切な部門及びワークショップの役割決定、活動計画実施状況の確認、NITVET職業訓練の改

善点及び重要事項に係る検討などを行っている。実施頻度は月１回で、調査時点まで21回開催さ

れていた。（表－１参照）

　TSCの問題点としては、関係者の日程調整に手間取り、計画的な実施が難しいことがあるが、

この問題についてはTSCの中で検討されるべきである。
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表－１　TMUとTSCの開催状況

 TMU TSC  TMU TSC  TMU TSC 
1994   1995   1996   
June 13 14 May 4 9 September 16  
 24 15  11     
  28  18     
    25  October 4 29 
July 5      17  
 13  June 1 7  31  
 20   8     
 22   15  November 14  
 27   29   28  
 28        
 29  July 6  December 12 2 
    13     
August 3 31  20  1997   
 5   27  January 9  
 19      23  
 31  August 3 8    
    10     
September 7   17     
 9   24     
 14   31     
 16        
 20  September 7 20    
 23   14     
 28   21     
 30   28     
         
October 5  October 5     
    19     
November 10        
 17  November 2     
         
December 1  December 7     
 15        
 22        
   1996      
   January 4     
1995    18     
January 4 5       
 24 15 February 1 27    
 26   15     
 27   29     
         
February 2 23 March 19     
 6    26    
 9    28    
 13  April 11     
 16   25     
 23        
   May 9     
March 2 15  23 2    
 9        
 10  Jane 7     
 16   20 4    
 23        
 30  July 5     
     10    
April 6 17 August 29     
 25        
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３－２　訓練管理分野

　本分野については、訓練施設及び企業のニーズ調査を行ったのをはじめ、生産管理シミュレー

ションセミナー、ハイテク時代の技術移転セミナーなどが実施された。

　今後の課題は、以下のとおりである。

(1) 訓練内容や他科との連携方法について、カウンターパートがより具体的に理解できるよう

工夫が必要である。

(2) セミナー受講者数の獲得のみを求めるのではなく、プロジェクトの指標を一層明確化し、

それらについても意識する必要がある。

(3) TMCの技術移転の経緯を明確にするために、プロジェクトの活動経過の記録をより詳細に

とる必要がある。

(4) 調査－計画－実施－評価というサイクルで実施されている各専門家の活動（教材作成、セ

ミナー実施等）が、それぞれ訓練管理といかなる関係にあるのか、明確にする必要がある。

(5) プロジェクトとNITVETの業務上の協力関係を明確化する必要がある。

(6) 訓練管理を正確に行うためには、カウンターパートのみならず、管理部門に対する指導も

必要である。

(7) 訓練管理における情報の共有化を促進する必要がある。

　活動実績及び今後の活動計画の詳細については、付属資料２．を参照する。

３－３　カリキュラム及び教材開発分野

　本分野の活動は、以下のとおりである。

(1) カリキュラム及び教材開発の基本方針

１）当該分野のカウンターパートをカリキュラム及び教材開発の専門家・指導員として育成す

る。

２）指導員が教材を作成するために必要な情報提供システム（教材開発支援システム）を確立

し、必要な情報を一元化する。

３）フィリピン国における職業訓練教材を収集し、教材情報センターとしての役割を果たす。

４）指導員自らが教材を作成する方法を確立する。
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(2) カリキュラム及び教材開発の流れ

１）開発の方法

①　職務分析方法によるタスクシート作成技法を確立し、独自にカリキュラムを作成できる

よう能力の向上を図る。

②　訓練ニーズを反映したカリキュラムの作成方法を実践する。

③　ビデオシステムを用いた作業分析手法による教材作成方法を実践する。

④　カリキュラム及び教材開発コースを開発し、実践する。

２）カリキュラム、教材開発の実施

①　教材開発委員会を設置・運営し、教材の教科編成を作成する。

②　教材開発委員会を開催し、具体的な教材を作成する。

３）開発教材の評価

①　開発した教材を活用した訓練を実施し、教材の評価を行う。

②　開発教材の使用実態調査を実施する。

　活動実績及び今後の活動計画の詳細については、付属資料３．を参照する。

３－４　機械・金属加工・制御等各分野の指導員訓練

　本分野の活動は、以下のとおりである。

(1) 総論

　一部機材の配置の遅れにより計画を一時的に変更した分野もあるが、おおむね計画どおりに

活動が進捗していることが確認された。

　カウンターパートのTMCの移転については、訓練コースの試行を繰り返す中で徐々に進捗

しているが、TMCの主要コンポーネントである改善活動や、現地指導員に対するTMCの技術

移転を実施できる段階にまでは至っておらず、引き続き専門家による指導が必要である。

　一方、各技術分野については、供与機材の基本的な操作方法、及び開発した訓練コースに関

連する項目について技術移転が実施されており、今後は主要機材が整備されるのに合わせて、

活動の比重が高まることが見込まれる。

(2) 機械分野（活動実績及び今後の活動計画については、付属資料４．を参照）

　一部機材の配置が若干遅れたものの、計画を一時的に変更し、２種類の訓練コースを計８回

実施している。

　今後は、「旋盤」、「CNC旋盤」、「カスタムプログラミング」、「NCワイヤーカッ
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ター」の４コースを新規に開発し、また「マシニングセンター」コースについては引き続き改

善を行っていく予定である。

(3) 金属加工分野

　これまでに３種類の訓練コースを計８回（「BASIC・CAD」：６回、「金型設計Ⅰ（CAD

を利用）」：１回、「プレス加工Ⅰ」：１回）実施している。このうち「BASIC・CAD」

コースについては、２回目まではCADを用いた板金展開図法であったが、企業ニーズを調査

した結果、コース内容とコース名の変更を行った経緯がある。これはTMC活動の成果である。

　今後は、「プレス加工Ⅱ」、「金型設計Ⅱ」、「金型製作Ⅰ」、「CAE」の４コースを新

規に開発し、「CAD」、「プレス加工Ⅰ」、「金型設計Ⅰ」の３コースについては引き続き

改善を行っていく予定である。

　活動実績及び今後の活動計画の詳細については、付属資料５．を参照のこと。

(4) 制御分野

　これまでに３種類の訓練コース計８回（「パソコン制御システム」：３回、「シーケンス制

御と空圧制御」：３回、「マイコン制御」：２回）実施している。

　今後は、「マイコン制御応用」、「サーボ制御」、「計測制御」、「プロセス制御」、「工

業ロボット」、「センサー及びインターフェース」、「ファクトリーオートメーション」の７

コースを新規に開発する。

　また、訓練コース外の活動として、カウンターパートの意欲向上を目的に、フィリピン側か

ら要請のあるロボット競技会を実施する予定である。

　活動実績及び今後の活動計画の詳細については、付属資料６．を参照のこと。

(5) その他（準備委員会の設立）

　TSC、TMUの下部組織として、コンピューター委員会及びファクトリーオートメーション

（FA）委員会が設立された。

　コンピューター委員会は、本プロジェクト内のワークステーション、パソコンの有効利用

（職業訓練管理、職業訓練情報のデータベース化）について提案・活動を行う作業部会であ

り、構成メンバーは各セクション（事務を含む６セクション）のカウンターパート及び専門家

である。

　FA委員会は、平成９年度（1997年）に整備されるFA教材の有効活用について検討する作業

部会であり、構成メンバーは関係セクション（機械、金属加工、制御）のカウンターパート及

び専門家である。
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　これら委員会の設置はフィリピン側内部でトップダウンで指示されたものではなく、カウン

ターパートが自発的に、また他科との連携を図りつつ設立したものであり、TMC活動がフィ

リピン側に浸透し始めた事例として評価できる。
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４．投入

４－１　フィリピン側投入

　フィリピン側は、討議議事録（R/D）に沿って、必要な投入を行っている。

(1) カウンターパート配置

　合計27名のカウンターパートが任命されており（付属資料１．ミニッツAppendix II参

照）、カウンターパート配置に問題はない。

(2) 予算措置

　予算措置については、1994年25万6,062ペソ（PhP）、1995年62万8,263PhP、1996年173万

6,000PhPが配分されている。

(3) 施設及び設備

　プロジェクトの執務に必要な事務室は1995年まで技術教育技能開発庁（TESDA）のビル

ディングに仮配置されていたが、職業訓練向上計画プロジェクト（PEVOTI）ビルディングの

完成に伴い、プロジェクトのスタッフは1996年１月に新しいビルディングに移転した。

　投入の詳細については、ミニッツを参照する。

４－２　日本側投入

(1) 専門家派遣

　日本側はプロジェクトの開始から11名の長期専門家、10名の短期専門家を派遣している。

(2) 研修員受入

　研修員受入に関しては、12名を日本研修に受け入れている。

(3) 機材供与

　機材供与は約２億円の実績である。

　投入の詳細については、ミニッツを参照する。
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５．今後の実施計画

　平成９年度（1997年）の年間実施計画の詳細については付属資料８．平成９年度活動計画を参

照する。
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６．団長所感

　本巡回指導調査団は1997年１月14日から１月23日までフィリピン国を訪れた。その間、フィリ

ピン職業訓練向上計画（PEVOTI）のプロジェクトサイト及びフィリピン政府実施機関である技術

教育技能開発庁（TESDA）において日本人専門家及びカウンターパート等と会議を重ね、協力開

始後２年半余を経過したプロジェクト活動の進捗状況の確認及び評価を行うとともに、今後の活

動計画について検討を行った。

　当該プロジェクトの目的は、訓練管理サイクル（TMC）手法に基づいてTESDAの技術職業教育

訓練センター（NITVET）＝プロジェクト立ち上げ当時は国家人材青年協議会の職業訓練研究部

（IVTD-NMYC）＝における職業訓練の実施能力を向上させることであり、単にハードウェアの

技術移転とは大きく異なっている。したがって、調査団の大きな関心事項はソフトウェアの技術

移転という観点から、移転の成果をどのように目に見える形で残せるかということであった。

　この点に関しては、プロジェクト開始当初より、TMCマネージングユニット（TMU）、TMC

運営委員会（TSC）等の委員会活動を進めるなど、いくつかの活動を行ってきており、これによ

り進捗状況は確認できた。さらに調査団としては、形として成果を残す観点から、TMC手法にお

いては過程が重要であるとの認識を踏まえ、各活動の記録を残し、それを改善していくことが必

要であるとの助言を行った。

　当該プロジェクトにおけるTMC手法の定着に関して、そのコンセプトのカウンターパート等に

よる理解という面では、かなりの程度進んでいると評価するが、カウンターパート等がそれをい

かに主体的に、具体的活動の中で生かしていくかが今後の課題である。TMCのコンセプトの理解

及び展開という点に関しては、この手法が参加型であるのに対し、従来のフィリピン国における

業務の進め方はトップダウン方式であった。この認識のもと、TESDAには今後の組織改編の過程

において、参加型の組織整備を進めていこうとする構想もあり、TMC手法の定着が大いに期待で

きるという感触を持った。

　当該プロジェクトの実施機関であるTESDAは、1994年にTESDA法に基づきNMYCが教育文化

省及び労働雇用省の一部を吸収して設立されたものである。したがって技術教育分野もその管轄

下に入ることになり、プロジェクトの効果が波及していく範囲が拡大するという期待感もある一

方で、NITVETの組織も整備中であり、1997年度から初めて自前の予算を持つなど、組織的基盤

に若干の懸念が持たれていた。しかし、1997年度においては本プロジェクトに十分に予算が配布

されるなど、TESDAへの改編がプロジェクトの遂行にマイナス影響を与えているとは認められな

かった。

　結論としては、施設整備及びカウンターパート配置にフィリピン側の更なる努力を求めたい部

分もあり、技術移転においても若干の問題を残す分野があるが、その一方では予想以上の進展を
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見せている分野もあるなど、全体としてはチーフアドバイザーをはじめ専門家の努力で、おおむ

ね順調に進んでいると判断した。
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